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１ 地域脱炭素化促進事業制度の趣旨・目的

○2022年４月に施行された改正温対法において制度創設

○円滑な合意形成を図り、適正に環境に配慮し、地域のメリッ

トにもつながる、地域と共生する再エネ事業の導入を促進

○国や都道府県が定める「環境保全に係る基準」に基づき市町

村が促進区域等を設定し、地域と共生する再エネ事業の導入を

市町村自らが進めていく

＜参考＞全国の状況

・「都道府県基準」策定済み：28府県

・「促進区域」設定済み：3６市町村

・「地域脱炭素化促進事業計画」の認定：１事例（富山県氷見市）

※令和６年５月末時点
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１ 地域脱炭素化促進事業制度の趣旨・目的
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１ 地域脱炭素化促進事業の構成①
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１ 地域脱炭素化促進事業の構成②



２ 制度の基本的なフローと各主体の役割
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（１）国・都道府県

・促進区域に係る基準の策定（促進区域から除外すべき

区域・考慮すべき区域のゾーニング等）

（２）市町村

・促進区域を設定し、地方公共団体実行計画に規定

・事業者による再エネ事業計画を認定

（３）事業者

・促進区域において地域環境・社会・経済に貢献する

再エネ事業を実施

（４）地域関係者（協議会）

・再エネを促進すべきエリアや再エネ事業に求める取組

について議論、合意形成

２ 制度の基本的なフローと各主体の役割
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３ 地域脱炭素化促進事業のメリット

（１）地方公共団体と地域におけるメリット

・地域主導で、地域と共生し、地域裨益する再エネ事業を誘致できる

・協議会等を活用し、関係者で議論し促進区域の設定を行うことにより、

再エネ事業に関する円滑な地域の合意形成が促される

（２）事業者におけるメリット

・あらかじめ地域の合意形成が図られ、促進区域等が設定されていること

により、事業の予見可能性が高まる

・事業計画が対象法令に定められた要件に該当し、計画が認定された場合

には、当該許可等手続きが不要となる特例が受けられる（温泉法、森林法、

農地法、自然公園法、河川法、廃掃法、環境影響評価法）

・市町村がワンストップ窓口となり国・都道府県の各所管課と協議・同意

取得の手続きを行うことにより、調整事務の負担軽減につながる（許可等

の基準が緩和されるものではない）
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４ 県基準の策定（基本的な考え方）①

○県基準は、市町村が促進区域を設定する際に遵守すべ

き国の基準（促進区域設定に係る環境省令）に即して定

める必要がある。
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○県基準は、再エネ施設の種類ごとに「環境配慮事項」

を検討し定める。

４ 県基準の策定（基本的な考え方）②
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４ 県基準の策定（基本的な考え方）③

○県基準は、「環境配慮事項」の区分ごとに環境の保全

に配慮するための情報に基づいて定める。
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５ 本県における促進区域設定に関する県基準の策定

○「青森県自然・地域と再生可能エネルギーとの共生条例（仮

称）」の制定に係る検討と一体的に作業を進める

○青森県地球温暖化対策推進計画の「別冊」として令和６年度

中に策定予定

○共生条例の検討内容を踏まえつつ、次の事項について整理

・再エネ種別

・促進区域から除外すべき区域

・促進区域の設定に当たって市町村が考慮すべき区域・環境

配慮事項

→共生条例におけるゾーニングと整合
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５ 本県における促進区域設定に関する県基準の策定

○有識者会議において検討中の共生条例におけるゾーニング案

（第３回開催時）

○地域との共生を図りながら再エネの導入を促進する区域として、温対法

による促進区域を明示。条例により新たに制度化する「合意形成プロセ

ス」を不要とする方向で検討中。
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５ 本県における促進区域設定に関する県基準の策定

○促進区域設定のイメージ

国

県

市町村
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6 改正温対法の概要（令和７年４月１日施行）①
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6 改正温対法の概要（令和７年４月１日施行）②
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（参考）都道府県基準の策定状況



青森県環境エネルギー部環境政策課

地球温暖化対策グループ

TEL：017-734-9243

E-mail：kankyo@pref.aomori.lg.jp

出典：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（地域脱炭素化促進事業編）」


